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新専門医制度とは
専門医の認定と養成プログラムの評価・認定を第三者機関で

統一して行い、より質の高い専門医制度を目指すということを建
前として新専門医制度が2017年度からスタートします。第三者機
関である日本専門医機構では、2017年4月から養成を開始すべ
く、プログラムの指針やモデルプログラムを関係学会や日本医師
会、四病院団体協議会などと連携して策定し、現在、大学病院な
どからプログラムの申請を受け付けています。新専門医制度では
初期臨床研修を2年修了した後、産婦人科を含めた19の基本
領域専門医研修3年を修了してはじめて日本専門医機構の基
本領域の専門医を取得することができます。基本領域の専門医
を取得後、腎臓内科や内分泌代謝内科、心臓血管外科などの
サブスペシャリティの研修を行い各サブスペシャリティの専門医を
取得するというシステムになります。
新専門医制度の問題点

一方で新専門医制度がスタートすると新たな専門医の認定を
受けるためには、機構で養成プログラムの認定を受けた一定の
症例数を持つ研修施設群でのみ研修を受けることとなります。そ
の結果、専門医を目指す若い医師が長期間、その養成プログラ
ムの中で囲われ、地域の中小病院に若い医師がいなくなること
が危惧されています。さらに離島や過疎地になどの地域での研
修の重要性を明記はしてはいるものの、研修も期間が限定され
ており地域医療が崩壊する可能性否定できず、今後新専門医
制度が開始するにあたりさらに十分な検討の必要性があるのが
現状のようです。
日本専門医機構産婦人科領域専門研修プログラム
基幹施設

長崎医療センター産婦人科は、日本産科婦人科学会に日本
専門医機構産婦人科領域で専門研修プログラム基幹施設認定
申請を行った結果、適合施設の認定を受けました。日本産科婦
人科学会が初回の審査で適合施設として認めたのは全国で
119の施設にすぎません。国立病院機構では長崎医療センター
産婦人科が唯一の施設であり、長崎県では長崎大学病院と当
院産婦人科の2施設のみです。今回は、当院産婦人科が申請を
日本専門医機構に申請をおこなっている長崎医療センター産婦
人科研修プログラムについてご紹介いたします。
長崎医療センター産婦人科研修プログラム

長崎医療センター専門研修連携施設群は、長崎医療センタ
ーを基幹病院して11の連携施設から構成されています（図1）。
当プログラムの特徴は、第一に連携施設が、県内のみならず北

は東京から南は沖縄までと広い地域にわたっています。亀田総
合病院、飯塚病院（基幹病院としての適合審査申請中）、佐賀大
学、鹿児島市立病院、沖縄中部病院など臨床研修病院として人
気のある病院とそれぞれのプログラムの連携施設となっています。
そのため当院とは違った周産期領域、婦人科領域の研修を受
けることが可能であり、幅広い視野を持った産婦人科専門医を
養成できることが期待されます。第二の特徴として当院での研修
が困難な体外受精などの生殖補助医療分野を長崎市の医療
法人ART 岡本ウーマンズクリニック、福岡県大川市の医療法人
社団高邦会高木病院で行える体制を整えました。いずれの施設
も多くの体外受精などの生殖補助医療を行っている実績を持っ
ており短期間で容易に専門医取得に必要な症例数を経験でき
るのみならず、顕微授精、凍結胚移植などの最先端の生殖補助
医療を経験することができます。第三の特徴としては、連携施設
として長崎県上五島病院、長崎県対馬病院といった離島の病院
が入っています。日本専門医機構産婦人科領域専門医研修で
は地域医療研修が１か月以上必要としています。また、これらの
指導医がいない施設での研修は、合計で6か月以内となってい
ます。当院は離島の産婦人科医療の支援病院として、現在まで
それぞれの病院の産婦人科チームの支援を行なってきました。離
島・へき地医療は、今日の日本の医療が抱える様 な々問題の縮
図であり、離島での産婦人科医療の経験は、これからの日本の
周産期医療と女性のプライマリ・ケアのあり方とその重要性を認
識し、思考する上で貴重な体験になると思われます。現在申請中
である長崎医療センター産婦人科研修プログラムが日本専門医
機構産婦人科領域専門医研修プログラムとして認定されれば、
2017年4月から当プログラムに則った産婦人科研修を行っていく
ことになります。

県外を含めた多くの施設との連携を組んでおり、当院の産婦
人科研修に参加していただく先生の一人一人の希望に沿った
オーダーメイドなローテートシステムを作成できればと考えています。

産婦人科医長　山下　洋
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はじめに
抗菌薬の繁用により薬剤耐性菌の出現頻度は増加の一途

を辿っており、日常診療の場面でも耐性菌を意識した抗菌薬
の選択が必要になってきています。耐性菌というとMRSAや多
剤耐性緑膿菌、バンコマイシン耐性腸球菌、最近ではカルバペ
ネム耐性腸内細菌のような、院内感染が問題になる菌を想像
されるかもしれません。しかし耐性菌はより身近なプライマリー
診療の場面でも存在します。例えば気道感染の原因菌では肺
炎球菌のペニシリン耐性やマクロライド耐性、インフルエンザ菌
のアンピシリン耐性、マイコプラズマのマクロライド耐性、尿路感
染症の原因菌としておなじみの大腸菌ではキノロン薬への耐
性化が問題になっています。

このような日常に遭遇しやすい疾患の原因菌の耐性状況を
知ることは効果的な治療、あるいはさらなる耐性化の抑止のた
めに非常に重要です。

当院における薬剤耐性状況
国内の主な分離菌の薬剤感受性状況は厚生労働省の院

内感染対策サーベイランス事業（JANIS）のページで公開され
ています。また、当院で分離される主な病原菌の薬剤感受性
状況は感染症内科のページで確認することができます（院内
のみ）。図に示しますように当院においても肺炎球菌のマクロラ
イド耐性、インフルエンザ菌のアンピシリン耐性、大腸菌のキノ
ロン耐性は年々増加傾向にあり、もはやこれらの薬剤を治療薬
として選択することは困難な状況になっています。肺炎球菌の
感受性に関して、当院のアンチバイオグラムでは気道感染を想
定したブレイクポイントで示しているため多くの分離菌株が感性

（S）を示しますが、2015年の分離株ではペニシリン中等度耐
性肺炎球菌（PISP）とペニシリン耐性肺炎球菌（PRSP）を合
わせると43%にもなります。これらの低感受性菌に対し、軽症の
肺炎であればペニシリンの使用でも問題無いと思われますが、
侵襲性肺炎球菌感染症や肺化膿症などの難治性感染症では
臨床効果が不十分となる可能性があります。また当院ではキノ
ロン耐性大腸菌、アンピシリン耐性インフルエンザ菌の分離頻
度がJANISの集計に比較して高く、これらの菌種に対する治
療薬選択においては特に注意が必要です。

抗菌薬適正使用の重要性
耐性菌の出現を防ぐためには、目的とした原因菌に特異的

な効果のある薬剤を選択することが重要です。治療前に感染
巣からの培養を取り、推定される病原菌に対しアンチバイオグ
ラムを参考に有効な狭域抗菌薬を選択すること、また原因菌
が判明した際には感受性試験結果を参考により特異的な治
療薬に変更できないか再考することが重要です。

外来で多用されるセフェム系経口薬のなかには体内動態が
良好でないものが多いことも知っておくべきです。殺菌に不十
分な濃度の抗菌薬に暴露することにより菌の耐性化を生みや
すく、繁用による耐性化が懸念されます。使用する薬剤の添付
文書などを参照し、どの程度の血中濃度や標的臓器中の薬剤
移行が得られるのかを知っておく必要があります。

おわりに
耐性菌の増加速度に対し新規薬剤の開発は遅れているの

が現状であり、現存する抗菌薬を適正に使用することで耐性
菌の出現を防ぎ、既存薬の有効性を長く保つ努力をしなけれ
ばいけません。抗菌薬の適正使用をすすめる一方で、当科で
は肺炎を対象にした新薬の治験や臨床試験に積極的に参加
しています。未治療の新規肺炎の患者さんがいらっしゃいまし
たら是非ご紹介ください。

呼吸器内科　感染症内科　永吉　洋介

日常診療と耐性菌
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